
経営戦略とサステナビリティが一体化するにつれ、経営計画の策定やリスク管理 
との統合、情報開示、グループ会社管理を担う推進体制の見直しが必要です

サステナビリティ推進体制構築における3つの主な課題
サステナビリティ経営を実践していくためのステップを踏んでいくためには、全体方針を持ちながら、各部署の役割や、本社と事業会
社の役割を整理していく必要があります。一方、①グループガバナンス方針におけるサステナ要素不足、②機能間における連携不足、
③本社–グループ会社間の連携不足のような課題を持っている企業が多く存在します。

経営戦略と一体化したサステナビリティ推進体制構築
–サステナビリティ・ガバナンス–

サステナビリティ・ガバナンス構築に向けた対応
企業経営の中枢にサステナビリティ活動が位置づけられ、サステナビリティ経営が進捗するにつれ、体制も変化させていく動きがあり
ます（例：サステナビリティ推進部門を廃止し、経営企画部門に統合）。
一方で、従来から実施している経済価値を追求した企業の組織体制にサステナビリティ経営の活動を統合する際、①本社内の役割分
担【横軸】、②本社と事業会社（グループ会社）の役割分担【縦軸】について、整理されている企業が増えています。

①【横軸】本社内の役割分担の例
 • コンプライアンスや危機管理等従来から実施しているリスク
管理活動に、サステナビリティに関するリスク管理活動を取
り込む（リスクマネジメント委員会とサステナビリティ委員
会の統合）

 • 有価証券報告書（SSBJ対応）、統合報告書・アニュアルレ
ポート（CSRD対応）など、様々な非財務情報に関する開
示媒体の責任部署（経理・財務部門、経営企画部門、サス
テナビリティ担当部門等）を整理

②【縦軸】本社と事業との連携・役割分担の例
 • 欧州子会社においては、サステナビリティへの取組みが先
行しており、独自に戦略や目標を設定していたり、CSRD対
応に向けて非財務情報開示も先行していることから、当該
子会社の実施事項を本社に逆インストールする

 • 非財務情報の収集に向け、本社・事業会社間や地域統括
会社を設けている場合の権限・責任、役割の整理など
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❶グループガバナンス方針に
おけるサステナ要素不足
目指すグループガバナンスの姿やその
実現に向けた方針にサステナビリティ
に関する要素が十分に含まれておら
ず、グループ全体でのサステナビリティ
推進に向けたガバナンス方針に対す
る共通認識がない

❷機能間における連携不足
サステナビリティ関連取り組み（人権・
環境DD、開示、サプライヤー調査等）
において、サステナビリティ推進部や
各機能部門の役割分担が不明確／連
携が不足しており、不整合や各部門の
検討内容の重複等が発生している

❸本社–グループ会社間の連携不足
サステナビリティ関連の取り組みにお
いて、本社と各社の役割分担が不明確
／連携が不足しており、本社とグルー
プ会社の取り組みの不整合等が発生
している
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サービス概要
戦略を遂行する組織として、以下のような項目から確認を行い、最適な推進体制を検討し、権限・責任の明確化、レポートラインの
設計を支援します

フレームワーク 項目 主な確認観点

戦略

経営理念・ビジョン、 
サステナビリティ方針

 • グループの経営理念・ビジョンに対してサステナビリティ方針の理念体系がアラインしており、
グローバル全体に周知しているか

経営戦略・中期経営 
計画、マテリアリティ

 • グローバル全体の成長に向けた経営戦略・中期経営計画にマテリアリティやサステナ 
ビリティに関する内容が織り込まれているか

 • サステナビリティに関する具体的な取り組み計画が策定されているか

グローバルサステナビリティ 
ガバナンス基本方針

 • サステナビリティに関するグローバルガバナンスに関する基本的な方針を整備しており、 
グローバル全体に適用しているか

組織

役員配置  • 本社からグローバル各社へのサステナビリティ関連の役員の設定方針、派遣方針、 
派遣ポジションを定めているか

グループ組織構造  • 経営戦略、グローバルガバナンス方針を踏まえ、サステナビリティに関するグローバル 
ガバナンスを最適化する組織構造となっているか

サステナビリティ委員会・
会議体

 • グローバル全体を取りまとめる委員会・会議体を定義の上、委員会・会議体の目的、 
主なアジェンダ、開催頻度、参加メンバー等を定めているか

 • また、グローバル各社の委員会・会議体設置方針を定めているか

機能配置
 • 本社／海外統括会社とグローバル各社の機能配置方針を定めているか

 • 最低限グローバル各社に配置すべき機能、各社に配置せず本社／海外統括会社で 
集約すべき機能が明確になっているか

レポートライン  • グローバル各社から本社／海外統括会社への報告項目、報告先、報告頻度を定めているか

合同会社デロイト トーマツ
Mail　ra_info@tohmatsu.co.jp
URL　www.deloitte.com/jp/dtllc
【国内ネットワーク】東京・大阪・名古屋・福岡


